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令和６年度の実績報告について 

令和６年度のテーマ：「女性の活躍推進」 

○広報紙・市Ｗｅｂページへ男女共同参画に関する記事の掲載 

 広報 Web 

・男女共同参画推進懇話会委員を募集します 4月 〇 

・４月は「若年層の性暴力被害予防月刊」です  〇 

・「はがき１枚からの男女共同参画」作品募集  〇 

・男女共同参画週間の周知・図書館での啓発パネル展示案内 6月 〇 

・男女共同参画サテライトセミナー参加者募集 6月 〇 

・ママ・ジョブ・あいち無料出張相談の参加者募集 7月 〇 

・女性のためのデジタル人材育成講座の参加者募集 9月 〇 

・11月 12日から 25日までは「女性に対する暴力をなくす運動」期間  〇 

・男女共同参画サテライトセミナーの開催報告 10 月  

・愛西市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度について 12 月 〇 

・ママ・ジョブ・あいち無料出張相談の参加者募集 12 月 〇 

・両立支援制度の定着促進に向けて  〇 

・ポジティブ・アクションに取り組みましょう  〇 

・性の多様性について  〇 

・ダイバーシティ推進に向けて、女性活躍を応援しませんか  〇 

・家庭生活における男女共同参画の促進  〇 

・育児・介護休業法等の改正について  〇 

・輝く女性の紹介 2月  

・愛西市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度が始まります！ 3月  

・男女共同参画関係イベント・講座情報について  〇 

 

〇輝く女性の紹介（令和７年２月号広報） 
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○パネル展示による啓発活動 

 開催日：６月１４日（金）～６月２８日（金）（男女共同参画週間 6/23～6/29） 

 愛西市中央図書館にてパネルを展示した。 

 パネル内容：テーマ「男女共同参画のキホン‐移り行く男女の意識編‐」 

 

愛西市中央図書館では、同時期に男女共同参 

画に関する本の紹介コーナーが設置された。 

 

 

 

 

 

○あいち子育て女性再就職サポートセンター事業(ママ・ジョブ・あいち無料出張相談） 

開催日①：令和６年 9月４日（水） 午前９時３０分～午後０時２０分 ４名 

開催日②：令和７年１月１５日（水）午前 11時３０分～午前 11時 20分 １名 

  市役所北館相談室で、再就職を考えている女性を対象に、専任カウンセラーによる個 

別相談を実施した。託児制度あり。 

 

〇男女共同参画サテライトセミナーの開催【隔年開催】 

共催：公益財団法人あいち男女共同参画財団 

「誰もが自分らしく輝ける社会へ～LGBT基礎知識とライフヒストリー～」 

講師：ＮＰＯ法人ＡＳＴＡ 

開催日：７月５日（金）午後２時～午後４時 

参加者：７２名 

 

 

〇女性のためのデジタル人材育成講座【新規事業】 

デジタル知識を強みにして就職を目指す女性に向けたスキルアップ講座の開催 

講師：塚中碧泉 

開催日：11月 6日、13日、20日、27日、12月 4日 いずれも水曜日 

    午前 10時～正午 

参加者：市内在住の女性 １０名 
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〇気づこう！ジェンダーバイアス啓発チラシ 

・保護者に対する男女共同参画の働きかけとして、佐屋中央 

保育園・佐織保育園保護者へ連絡アプリ「すぐーる」配信 

・二十歳の集い記念品に同封 

 

 

○男女共同参画チェックシート 

 ・家庭生活における男女共同参画の促進のため、 

市ウェブページで再度紹介し周知 

 

 

〇女性の活躍促進 

・事業主に対して女性の活躍に関する取組を促す Web ページ 

を作成 

・庁舎内デジタルサイネージ（ディスプレイへ映像表示）で周知 

 

 

○愛西市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度 

・要綱を作成し、令和６年１１月１日に公布。制度は令和７年４月１日に開始する。 

 

【市民への周知・啓発】 

 □セミナー 

 ・サテライトセミナーを性の多様性への理解増進のため実施 

 □情報発信 

・市公式ＬＩＮＥで周知 

 ・Ｗｅｂページで制度についてのページ公開 

 ・Ｗｅｂページで性の多様性に関するページ公開 

 ・広報紙１２月号で制度について記事掲載 

【職員への周知・啓発】 

□情報発信 

 ・グループウェアで要綱・手引きを掲示し周知 

 ・グループウェアで市職員向けＱ＆Ａと愛知県の「あいちにじいろハンドブック」を掲

示し周知 

【宣誓制度利用者が活用できる市行政サービスについて】 

・全課に照会。追加可能な行政サービスについて改めて調査。 


